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被災者本位の一日も早い復旧・復興を №44 (2020/10/26）

〈発行〉東日本大震災津波救援・復興岩手県民会議

「負担の公平性」で打ち切るのではなく、

「誰一人取り残さない支援」こそ継続すべ

き 10月8日、復興県民会議は、県知事宛に被災者の医療

費等の免除継続を求める要請書を提出しました。昨今、沿

岸部の市町村から「もう10年経つので終了したい」、「住民

に不公平感がある」、「負担の公平性が求められている」等

の意見が出ていると報道されています。

延べ28万9千人余の被災者の

適切な医療等を受ける機会の確

保と健康の維持増進に寄与
開会中の県議会で復興県民会議の常任世話人でもある

日本共産党の斉藤県議から10年間の免除継続の評価を問わ

れた知事は、被災者の健康面、経済面での不安を払拭し、

医療を受ける機会の確保と健康維持増進に寄与してきたと

その意義について強調しました。

国保財政の支援・他の災害で

も医療費免除を国の制度にせよ
沿岸市町村の意見は、国保財政の悪化や他の災害対応と

のバランスを指摘しています。県は、被災者一人ひとりの復興を成し遂げるためにも、被災者の適切な医療の

確保は重要な取り組みの一つとして被災者の状況に応じた支援のあり方について引き続き市町村と調整を図る

との答弁でした。被災地の自治体の財政が困窮しているならば、そこを支援するのが国の役割ではないでしょ

うか。また、毎年繰り返される通常の自然災害においても、甚大な被害を受けた方や低所得の方には、せめて

医療や介護の利用料免除を国のルールとして制度化し国民の生存権を保障すべきではないでしょうか。

住民税非課税世帯が国保で42.2％、後期高齢者医療で76％で計56.3％
保健福祉部長は、斉藤県議の質問に対して、医療費の一部負担免除を受けている被災者の住民税非課税世帯

の割合を国保で42.2％、後期高齢者医療で76％、計56.3％であると答弁しました。今年3月の新聞報道では、災

害援護資金の返済滞納が3割、災害公営住宅の家賃滞納が約1割など、被災者が経済的に困難な状況に置かれて

いる実情が明らかとなりました。いま、消費税増税とコロナ禍のダブルパンチで国民全般に生活苦が広がって

います。菅内閣が打ち出した、「まずは自助・共助で」という冷たい方針は撤回し、無条件で憲法に基づく基本

的人権、生存権、幸福追求権を保障すべきです。あらゆる生活困窮者への支援こそ、公助＝国の責務です。

復興県民会議の要請に対して、県保健福祉部健康保険課は、引き続き市町村と調整を図ると回答しています。



11月7日災害対策全国交流集

会はオンラインで開催します
全国災対連と被災3県、熊本県などの支援組織

が主催して毎年開催してきた全国交流集会です

が、今年は新型コロナウイルスの感染防止のた

め、首都圏は全労連会館2階ホールで80名限定、

首都圏以外は、ZOOMでオンライン参加となりま

した。ZOOM登録は10月末までに個人で全国災対

連に申し込んで下さい。なお、いわて労連会議室

もZOOM会場とします（但し、定員10名）

https://00m.in/C5ARGまたは、全国災対連のホ

ームページを検索して登録フォームに入力して

下さい。（１０月３１日まで）

講演の演題は、①『コロナ禍の複合災害、避

難所の３密対策』榛沢和彦先生（新潟大学特任

教授・災害避難所学会前理事長），②『激甚化・

広域化する豪雨災害』土屋十圀先生（前橋工科

大学名誉教授）です。そのほか、熊本や新潟な

ど各地から報告があります。

なお、今回の交流集会には、復興県民会議か

ら交通費等の補助はいたしませんのでご了承願

います。

１１ .25国会行動

に代表派遣を

例年取り組んで

いる国会行動です。

コロナ対策を取り

ながらの参加とな

ります。5名まで交

通費の補助をしま

す。被災者の声を

政府に届けましょ

う。参加希望者は

いわて労連までお

問い合わせ下さい。

被災者住宅再建

支援が一部拡大さ

れる見込みです。


